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はじめに 

企業価値向上ツール「エコアクション２１」のすすめ 

～ようこそ，エコアクション２１へ～ 

 

環境省大臣官房環境経済課 

農林水産省食料産業局バイオマス循環資源課食品産業環境対策室 

 

世界経済フォーラム

1

が毎年発表する「世界のリスク」は，気候変動リスクなどの環

境問題が社会経済に極めて深刻な影響を及ぼすと警告しています。そしてパリ協定に象

徴されるように，世界は持続可能な社会の構築を目標に，社会経済システムの大転換を

決意し，着実に取り組んでいます。 

こうした状況の中, 環境マネジメントシステム（EMS

2

）への期待は, 紙・ごみ・電気

などの環境負荷の削減といった限定的な環境への取組を管理する手法から，本業を通じ

た環境への取組により，事業者自らと社会の持続的な成長を実現する環境経営を推進す

る手法へと，大きく変化しています。 

そこで，エコアクション２１ガイドライン 2017 年版は，中小事業者でも取り組みや

すいEMSという従来からの意図は堅持しつつ，多くの大手企業がバリューチェーン全体

の環境管理を強めつつある状況を勘案し，これからの環境経営に重要な要素（環境と経

営を融合した戦略立案, 組織体制の確立，人材教育，環境面の法令などの遵守，環境コ

ミュニケーション（対話）の促進など）を組み込んでいます。 

同時に，エコアクション２１に取り組む認証・登録事業者の企業価値向上を一層支援

できるよう，エコアクション２１認証・登録制度（以下「本制度」という。）の在り方

についても見直しをしています。 

世界の栄養不足人口は依然として高水準である一方，食料の廃棄が大量に生じていま

す。また，食料資源については，中長期的には需給がひっ迫することが懸念されていま

す。そのような中で，2015 年度に我が国では，本来食べられるのにも関わらず廃棄さ

れている食品，いわゆる「食品ロス」が，約 646 万トン発生したと推計されています。

食品関連事業者には，気候変動等への対応だけでなく，この食品ロスの削減にも取り組

むことが求められます。また，発生してしまった食品ロス及び不可食部等の食品廃棄物

等

3

については，飼料化や肥料化等，再生利用を推進することが重要です。なお，その

際には，廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の関係法令を遵守し，環境保全上問題の

                         

1

世界の大企業約 1,000 社が参加する非営利財団で，わが国を含む世界の金融界，企業人，指導者ら約 400 名が

「世界のリスク」を格付けし，その対策について意見交換する世界賢人会議（ダボス会議）を毎年開催していま

す。WORLD ECONOMIC FORUM : The Global Risks Report より （https://www.weforum.org/） 

2

Environmental Management System の略語 

3

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）において，食品廃棄物等は，食品が食用に

供された後に，又は食用に供されずに廃棄されたもの，食品の製造，加工又は調理の過程において副次的に得られ

た物品のうち食用に供することができないもの，と定義されていまます。 
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ない方法で処理を行うことが重要です。平成 28 年 1 月に，食品製造業者等から処分委

託された食品廃棄物が，食品として転売された事案が発覚しました。このようなことが

起こらないよう，食品関連事業者にも，排出事業者としての責任を全うすることや再生

利用事業者との信頼関係の構築，処理委託時，引渡し時，処理終了時における取組が求

められます。 

社会経済システムの大転換が迫る中，業種，業態，規模にかかわらず，全ての事業者

において，経営上の様々な課題やチャンスを考慮して企業経営を行うことと,環境経営

を推進することが重なりつつあります。エコアクション２１ガイドライン 2017 年版は

環境経営を推進することにより，全ての事業者がこの大転換を乗り越え，企業価値の向

上を実現できるよう支援します。 

エコアクション２１に取り組む事業者が，全国で一社でも多く増えることを願ってい

ます。 

ようこそ，エコアクション２１へ。 
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食品関連事業者向けガイドラインの適用事業者 

 

本ガイドラインは，食品循環資源

4

の再生利用等の促進に関する法律（以下「食品リ

サイクル法」という。）で規定される

5

以下の食品関連事業者が，エコアクション２１

の認証・登録するにあたり適用されます。 

食品関連事業者…食品の製造，加工，卸売又は小売を業として行う事業者，飲食

店業その他食事の提供を伴う事業者（沿海旅客海運業，内陸水運業，結婚式

場業及び旅館業） 

上記の業種に該当する事業者は，食品リサイクル法の定期報告義務がある食品廃棄

物等の発生量が年間 100 トン以上の事業者であるか否かに関わらず，本ガイドライン

が適用されます。 

また，複数の業種を兼営している事業者で，食品関連事業を営んでいる事業者は，食

品関連事業が主要な事業か否かに関わらず，食品関連事業に係る活動について，本ガイ

ドラインが適用されます。 

なお，本ガイドラインが適用されない事業者（例：病院や学校等の施設で，設置者自

身が運営して治療や教育と一体的に食事の提供のみを行っている事業者）においても，

食品の購入又は調理の方法の改善などにより食品廃棄物等の発生の抑制や食品循環資

源の再生利用に取り組む際には，本ガイドラインが参考になります。 

 

                         

4

食品廃棄物等の中で，飼料，肥料等への再生利用や熱回収により熱を得ることに利用することにより資源として

有効利用するものをいう。 

5

食品リサイクル法第二条 4 項 
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第１章 企業価値向上ツール「エコアクション２１」 

１．時代の期待に応え，進化するエコアクション２１ 

 

環境省では，環境と経済の好循環を実現するため，1996 年に幅広い事業者が取り組

める「環境活動評価プログラム」を策定し，2004 年には，環境経営を支援し，企業価

値を向上させる仕組み「エコアクション２１（2004 年版）」へと発展させてきました。 

2015 年，「国連持続可能な開発サミット」が開催され，これからの社会経済システム

の大転換を意味する国際的な取決めとして，「持続可能な開発のための2030アジェンダ

(Sustainable Development Goals: SDGs)」が採択されるとともに，国連気候変動枠組

条約第２１回締約国会議（COP21）において 2020 年以降の地球温暖化対策の法的枠組み

となる「パリ協定」が採択されました

6

。 

とりわけパリ協定は，世界共通の長期目標である２℃

7

目標を達成するため，今世紀

後半に，世界全体の二酸化炭素等の温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを求めて

います。全ての締約国は，削減目標達成に向けた措置の実施が義務となり, わが国は，

温室効果ガス排出量を 2030 年度までに 2013 年度比で 26％削減することを公約してい

ます。 

そして多くの大手企業はいち早く環境経営を発展させ，経営の重要な要素として取り

込み，より戦略的な環境への取組を加速させています。同時に，環境面の法令などの遵

守（以下「コンプライアンス」という。）や環境コミュニケーション（対話）といった

取組もより進化させています。 

このような状況は, バリューチェーン上の重要な存在である中小事業者などにとって

も，自らの事業を発展させる絶好のチャンスが到来したと言えます。エコアクション２

１ガイドライン2017年版は，事業者が経営のなかに環境への取組を位置付けることで，

事業者の成長を加速させ，進化を最大化できることを念頭に策定しています。 

エコアクション２１における環境経営とは，狭義の環境マネジメントシステムをベー

スにし，環境のみならず経営全体を発展させることができる仕組みです。 

 

２．エコアクション２１の政策的位置付け 

 

わが国においても，環境への取組の実効性を高め，企業価値を向上させる仕組みとし

て，エコアクション２１などの環境経営のためのマネジメントシステムへの期待が大き

くなっています。例えば，地球温暖化対策計画（2016 年５月閣議決定）では「中堅・

中小企業向けエコアクション２１などPDCAサイクル

8

を備えた環境経営のためのマネジ

                         

6

パリ協定は，2016 年 11 月４日に発効しました。わが国は，同年 11月８日に批准しています。 

7

世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べ２℃より十分低く保つという目標。 

8

PDCA サイクルとは, 継続的な改善を目的に, 自主的に環境への取組方針と目標等を定め（計画＝Ｐ：Plan），その

目標を達成するための組織体制を整備して必要な取組を行い（実施＝Ｄ：Do），環境経営システムの運用状況や目

標の達成状況を把握・評価し（確認・評価＝Ｃ：Check），定期的に環境経営システム及び取組内容の見直し，改善
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メントシステムの普及を進め，環境経営の実効性を高めていくとともに，企業における

従業員の教育を促すことで，事業活動における更なる環境配慮の促進を図る」旨が盛り

込まれています

9

。 

 

３．食品関連事業者とエコアクション２１ 

 

食品関連事業者は，自らの事業に伴い発生する食品廃棄物等の処理において，廃棄

物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）及び食品循環資源

の再生利用等の促進に関する法律（以下「食品リサイクル法」という。）などの関係

法令を遵守することが求められます。廃棄物処理法では，「事業者は，その事業活動

に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければならない。」と規

定され，排出事業者の処理責任が明記されています。 

平成28年１月に発覚した食品廃棄物の不正転売事案を受けて，食品関連事業者の排

出事業者としての責任が改めてクローズアップされました。食品関連事業者は，自ら

の事業に伴い発生する食品廃棄物の適正な処理について，法的な責任を負うことは当

然ながら，再資源化及びその適正な処理に向けて，一層の取組を進めることが社会的

にも求められています。 

 

平成27年７月に策定された食品リサイクル法に基づく基本方針に示された優先順位

である， 

①発生抑制

10

 

②再生利用（リサイクル）

11

 

③熱回収

12

 

④減量化

13

  

に従って食品廃棄物等の発生抑制，食品循環資源の再生利用等に取り組むことは，

循環型社会形成に大きな役割を果たすものです。 

そのため，食品関連事業者においては，再生利用事業者などの食品廃棄物等に関係す

る事業者と協力して，食品リサイクル法に基づき，毎年度，個々の事業者毎に算出され

る食品循環資源の再生利用等の実施率の目標（以下「基準実施率」という。）を達成す

ることが求められています。 

また，本来食べられるにもかかわらず捨てられる食品，いわゆる食品ロスに関する国

内外の関心が高まってきており，食品関連事業者にはこれを削減することも求められま

                         

（見直し＝Ａ：Act）を図る仕組みです。  

9

エコアクション２１及び食品関連事業者向けガイドラインのこれまでの歴史及び政策的位置付けについては，参

考 1 を参照してください。 

10

発生抑制：加工ロス・不良品に伴う廃棄物の削減（生産管理），不良在庫による廃棄物の削減（発注管理・在庫

管理），非食用部位を除去した原料の仕入（仕入方法の見直し）等。 

11

再生利用：飼料化，肥料化，炭化燃料・還元剤化，油脂・油脂製品化，エタノール化，メタン化 等。 

12

熱回収：再生利用施設の立地条件や受入状況等により，再生利用が著しく困難である場合，もしくはメタンやバ

イオディーゼルと同等以上の効率でエネルギーを利用できる場合に限り選択可能。 

13

減量：脱水，乾燥，発酵，炭化 等。 
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す。食品関連事業者は，その事業にあたって多くのエネルギーや水を消費しています。

食品ロスを削減することは，これらの削減にも繋がり得るため，結果的に事業における

生産性を向上させることに繋がります。 

これら，食品リサイクルの実施や食品ロスの削減等の環境への取組を効果的，効率的

に行うためには，食品関連事業者が自らの事業活動に伴う環境負荷を把握・評価し，目

標を立て，行動し，結果を取りまとめ，評価して見直すという，「環境経営システム（環

境マネジメントシステム）」が大変有効です。食品関連事業者向けガイドライン2017年

版（以下「本ガイドライン」という。）は，エコアクション２１ガイドライン2017年版

に準拠し，環境省と農林水産省が共同で取りまとめたものであり，食品製造業，食品小

売業，外食産業等の実態を踏まえた項目を記載し，食品関連事業者向けにわかりやすく

取りまとめています。 

本ガイドラインに適合していると認められた食品関連事業者は，エコアクション２１

中央事務局より「食品リサイクル優良事業者」と認められます。 

食品関連事業者における環境への取組及び食品リサイクルの取組を推進し，食品関連

事業者の企業価値を向上させるため，本ガイドラインをお役立て下さい。 

 

４．エコアクション２１の理念 

 

エコアクション２１は，中小事業者が環境経営を通してより進化した組織へと成長す

ることを支援するための仕組みです。国際統合報告フレームワーク

14

によれば，企業経

営には，６種類の資本が必要であるとされています（図１）。 

（１）財務資本：組織が利用可能な資金 

（２）製造資本：組織が利用できる製造物 

（３）知的資本：組織的な知識ベースの無形資産 

（４）人的資本：社員の能力, 経験, 及びイノベーションへの意欲 

（５）社会・関係資本：組織のブランド, 評判, 価値共有及びコミュニティ形成 

（６）自然資本：保全された全ての環境資源 

この６種類の資本という言葉を用いて，全てのエコアクション２１の関係者が共有す

べき理念を記述すれば，次のようになります。 

『エコアクション２１の認証・登録

15

とそれを継続するプロセスによって，中小事業

者が３種の資本，すなわち，(４)人的資本，(５)社会・関係資本，(６)自然資本の質

的な向上を実現することによって, (１)財務資本, (２)製造資本, (３)知的資本を増

強するために必要な社会的信頼を得る。』 

                         

14

国際的な新たな枠組の企業情報開示のフレームワークを開発するために，2010 年に設立された国際統合報告評議

会（International Integrated Reporting Council：IIRC）により公表された国際統合報告フレームワーク（THE 

INTERNATIONAL INTEGRATED REPORTING FRAMEWORK（日本語訳 http://integratedreporting.org/wp-

content/uploads/2015/03/International_IR_Framework_JP.pdf））。 

15

詳細は,本章セクション 8 を参照してください。 
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図１ 企業経営に必要な６種類の資本 

この理念を認証・登録の手順に沿って，よりわかりやすくエコアクション２１を定義

すれば, 「自然資本を維持するという全人類の果たすべき義務を実践することによって, 

従業員の能力・経験・意欲が向上し, それによって高い価値を有した事業者であると評

価され，同時に，社会やコミュニティからの高い信頼を得ることをゴールとした PDCA

サイクルを手段とする枠組み, それがエコアクション２１である」と言えます。 

 

５．エコアクション２１に取り組むメリット 

 

（１） 経営力向上，組織の活性化ができます 

エコアクション２１は，環境への取組を切り口に，経営力向上と組織活性化の同時達

成が可能な仕組みです。経営における「課題とチャンス」を明確化するとともに，組織

内の環境への取組を総点検することで, 従来は入手できなかった様々な経営データの

把握が可能となり，経営判断の幅が広がります。また, 経営判断の基礎となる「環境経

営方針」や「環境経営目標」を策定しますので, 経営判断に計画性が加わり，経営力を

向上させることができます。 

さらに，従業員研修，従業員間の役割分担の明確化，経営者による取組の総括などの

具体的な行動も伴うことから経営者と従業員，従業員間の相互理解と交流が進み，従業

員の能力，経験，意欲が向上し, 組織が活性化します。 

 

（２） 様々な顧客からの要望に応えることができます 

エコアクション２１は, 多くの大手企業がバリューチェーン全体の環境管理，特に関

係企業・取引先と協働して二酸化炭素排出量を削減していくことや，環境関連法規に係

るコンプライアンスの徹底を求めるなどの傾向が強まっている中で，その期待に応え得

る仕組みです。 

また，地方公共団体は地域における温暖化対策や環境対策を推進する上で，地域の事
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業者が環境経営システムにより環境への取組を進めることを積極的に支援しており, エ

コアクション２１はその有効なツールとなります。 

さらに，認証の取得にあたって，自治体からの支援を受けることができる場合がある

とともに，地域の金融機関は，取引先事業者の経営力強化を推進するために，エコアク

ション２１などの環境経営システムの導入を求めています。 

 

（３） 取組項目が明確で，効果的・効率的に取組を進めることができます 

エコアクション２１は現代の環境経営に必須の要素を統合した仕組みです。事業者の

実務負担に配慮し，必ず把握すべき環境負荷項目（二酸化炭素排出量，廃棄物排出量，

食品廃棄物等の発生量，水使用量）と，必ず取り組むべき活動（省エネルギー，廃棄物

の削減・リサイクル，食品廃棄物等の発生抑制，食品循環資源の再生利用，節水，自ら

が生産・販売・提供する製品の環境性能の向上及びサービスの改善など）を定め, 最小

限の工数で効果をあげることができるよう策定しています。 

 

（４） 環境経営レポートで，自らの取組を発信できます 

エコアクション２１は，環境コミュニケーションも重視した仕組みです。環境経営レ

ポートの作成と公表により，多くの関係者と相互理解を深め，事業者への信頼を高め，

協働の輪を広げることができます。 

 

（５） 第三者による認証・登録制度を有し，社会的信頼を高めることができます 

エコアクション２１は，第三者による認証・登録制度を有した仕組みです。環境省に

よる要件適合確認を受けたエコアクション２１中央事務局（以下「中央事務局」という。）

の認証・登録を受けることで，事業者はエコアクション２１の取組に対して社会的信頼

を得ることが可能となります。 

特に本ガイドラインに適合していると認められた食品関連事業者は，中央事務局より

食品リサイクルと環境への取組を行った「食品リサイクル優良事業者」として認証・登

録されます。 

また，エコアクション２１のロゴマーク

16

も使用することができますので，積極的な

PR も可能です。あわせて事業者は，エコアクション２１審査員（以下「審査員」とい

う。）から審査の一部として，取組レベルを向上させるための助言を受けることもでき

ます。 

 

６．エコアクション２１の特徴 

 

エコアクション２１には，以下の３つの特徴があります。 

 

［特徴１］中小事業者でも取り組みやすい効果的・効率的な PDCA サイクル（第２章及

び第３章） 

                         

16

詳細は,本章セクション 8.（3）を参照してください。 
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エコアクション２１の特徴の第一は，中堅・中小事業者の実務負担にも配慮した取り

組みやすい継続的改善のための PDCA サイクルにあります（図２）。 

エコアクション２１の PDCA サイクルは，第２章に掲げた 14 の取組項目（要求事項）

から構成されています。取組を進めることで，環境への取組と経営の融合，環境経営目

標の設定と取組の実施，人材育成，環境面のコンプライアンス，成果の見える化など，

様々な期待に応え得る組織体制の構築と運用を可能としており，経営力向上，組織の活

性化を図ることができます。 

また食品廃棄物等の発生量及び食品循環資源の再生利用の状況を適切に把握できる

とともに，その再生利用にどのように取り組んだらよいのかについてもわかりやすく取

りまとめています。 

 

図２ PDCA サイクルに基づくエコアクション２１の 14 の取組項目（要求事項） 

 

［特徴２］環境経営レポートの作成・公表により活発なコミュニケーションと透明性の

向上を促進（第３章） 

エコアクション２１の特徴の第二は, 環境経営レポートの作成と公表です。環境経

営レポートは，取引先，従業員，家族，自治体などへ自らが環境に配慮した事業者で

あることを PR するための最良のツールの一つであると言えます。また, 環境経営レ

ポートの作成と公表を通じて様々な関係者との対話を行うことにより，社会的信頼が

高まり，自社の企業価値が向上します。 

またエコアクション２１では，環境データなどの提供を事業者へ求め，それらのデ

ータの集計・分析を中央事務局が行い，その結果を事業者へフィードバックします。

これらのデータを自らの取組のベンチマークとして活用することが可能です。 

さらに中央事務局は，集計・分析した環境データを取りまとめ，エコアクション２

4. 環境への負荷と環境への取組状況の把握及び評価

3. 環境経営方針の策定

1. 取組の対象組織・活動の明確化
5. 環境関連法規などの取りまとめ

6. 環境経営目標及び環境経営計画の策定

9. 環境コミュニケーションの実施

7. 実施体制の構築

10. 実施及び運用
11. 環境上の緊急事態への準備及び対応

12. 文書類の作成・管理

14. 代表者による全体の評価と見直し・指示

計画の策定（Plan）

計画の実施（Do）

13. 取組状況の確認・評価，並びに問題の是正及び予防

取組状況の確認及び評価（Check）

全体の評価と見直し（Act）

2.代表者による経営における課題とチャンスの明確化

8. 教育・訓練の実施
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１全体，業種別・規模別などの二酸化炭素排出削減量を公表するとともに，地域別デ

ータ，バリューチェーン別データを自治体などに提供します。 

 

［特徴３］事業者の継続的な改善を支援する仕組み 

エコアクション２１の特徴の第三は，スパイラルアップ（継続的改善）の取組を念

頭に本ガイドライン及び取組内容が設計されていることです（図３）。 

 

 

図３ スパイラルアップ（継続的改善）のイメージ 

本ガイドラインに規定されている要求事項（第２章及び第３章）を踏まえ, 時代の要

請とともに変化する推奨事項，具体的な取組事例や環境経営レポートの優良な作成例

を，中央事務局が随時作成し公表します。 

また，認証・登録している事業者は，審査員より審査において様々な助言を得ること

ができ，より効果的なスパイラルアップ（継続的改善）を図ることも可能です。 

 

７．エコアクション２１ガイドライン 2017 年版の 2009 年版からの主な改訂点 

 

(１) 全般 

ガイドラインの対象者である事業者の視点を念頭に，事業者に関する要求事項などは

ガイドラインの前半に，認証・登録制度に関する事項はガイドラインの後半に移動させ

ました。 

 

(２) 事業者への要求事項及び自己チェック（第２章～第５章） 

・ 環境経営の有効性を高めるため，2009 年版の要求事項を基礎に，取組項目の一部
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組替えや見直しを行っています（第２章） 

・ エコアクション２１に取り組む事業者の成果を分析するため，取組データを集計

する仕組みを新たに盛り込みました（第３章） 

(３) 認証・登録制度の運営に関する事項（第６章） 

・ 認証・登録制度の運営原則及び中央事務局・エコアクション２１地域事務局（以

下「地域事務局」という。）・審査員の各主体の役割・要件・権限・責任などをよ

り明確にし，制度全体を見直しました 

・ 中央事務局の要件を強化するとともに，運営諮問委員会の設置など，その信頼性

を担保する措置を追加し，中央事務局の権限を拡大しました 

・ 認証・登録料及び審査費用については，中央事務局が一括して収受，管理するこ

ととしました 

８．エコアクション２１の認証・登録について 

 

エコアクション２１では，中央事務局は，本ガイドラインの要求事項を満たした事業

者の認証・登録, 中央事務局が規定した要件を満たした地域事務局の承認及び審査員

の要員認証を行うなど，認証・登録制度の運営を行います。 

また，審査員は, 事業者からのエコアクション２１の認証・登録の申込みに基づき，

事業者に対して審査及び指導・助言などを行います

17

。制度全体の概要は，図４のとお

りです。 

 

図４ エコアクション２１認証・登録制度の概要  

                         

17

詳細は，第６章を参照してください。 
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(１) 認証・登録の基本要件 

エコアクション２１の認証・登録を受けようとする事業者は, エコアクション２１ガ

イドラインで規定する要求事項に基づき, 以下の基本的な取組を適切に実施した上で，

審査員による所定の審査を受審し，判定委員会での審議を経て，中央事務局から要求事

項を満たしていると認められる必要があります。認証・登録の基本要件には，主に以下

の７点があります。 

・ 「計画の策定(Plan)」，「計画の実施(Do)」，「取組状況の確認及び評価(Check)」及

び「全体の評価と見直し(Act)」からなる PDCA サイクルに基づく環境経営システム

を適切に構築していること 

・ 構築した環境経営システムを３か月以上（PDCA サイクルを一度以上実行する），適

切に運用し，維持していること 

・ 環境負荷（二酸化炭素排出量, 廃棄物排出量, 水使用量など）を把握し，必要な環

境への取組（二酸化炭素排出量の削減, 廃棄物排出量の削減，水使用量の削減，自

らが生産・販売・提供する製品の環境性能の向上及びサービスの改善など）を適切

に実施していること 

・ 代表者による全体の評価と見直し・指示が適切に行われていること 

・ 環境経営レポートを定期的に作成し，公表していること 

・ 原則として環境などのデータを審査員に提供していること 

・ 環境への負荷及び取組状況の自己チェックの内容，環境経営方針，環境経営目標，

環境経営計画の内容，並びに環境経営レポートの内容が整合していること 

中央事務局では, 事業者の認証取得をサポートする様々な支援活動を実施していま

す。詳細は，中央事務局のウェブサイトを参照してください。 

 

(２) 認証・登録の手順 

エコアクション２１の中央事務局による認証・登録の手順の概要は，以下のとおりで

す。 

① 認証・登録を希望する事業者は, 審査申込書を環境経営レポートとともに，事務

局に郵送し，審査の申込みをします。 

② 事務局は, 審査を担当する審査員を選任し, 受審事業者に通知します。 

③ 審査員は，事務局及び受審事業者より, 審査に必要な書類を受領します。 

④ 審査員は，事務局より派遣され，登録審査（書類審査・現地審査）を実施します。 

⑤ 審査員は，審査の結果を審査結果報告書に取りまとめ，事務局に提出します。 

⑥ 事務局の判定委員会は，審査員の報告に基づき, 受審事業者の認証・登録の可否

を判定します。 

⑦ 中央事務局は，受審事業者の認証・登録の可否を判定委員会の報告に基づき判断

し，その結果を受審事業者に通知します。 

⑧ 受審事業者は，中央事務局に審査費用及び認証・登録料を納付します。 

⑨ 中央事務局は，受審事業者と認証・登録契約を締結します。 

⑩ 中央事務局は，受審事業者に認証・登録証を送付するとともに，エコアクション２

１ロゴマークの使用を認め, 事業者の環境経営レポートを中央事務局のウェブサ
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イトで公開します。 

⑪ 認証・登録は，２年ごとの更新となります。認証・登録事業者は，認証・登録の１

年後に中間審査，中間審査の１年後に更新審査をそれぞれ受審し，認証・登録時と

同様の手続きを経て，認証・登録の更新を行います。 

なお，実際の手続き及び詳細は，中央事務局へご確認ください。また，中央事務局は, 

上記の手順の①～⑥について, 地域事務局に委任することがあります。 

本制度に関する詳細は，「第６章 エコアクション２１認証・登録制度の運営の仕組み」

を参照してください。 

 

(３) エコアクション２１の名称などの使用 

エコアクション２１のロゴマークの商標権及び名称は，環境省が所有しています。 

中央事務局は，エコアクション２１の名称及びロゴマーク（図５）(以下「エコアクシ

ョン２１の名称など」という。）の使用に関して規程を定め，この規定に基づきエコア

クション２１の名称などの，認証・登録事業者による使用を許諾します。詳細は，中央

事務局のウェブサイトを参照してください。 

 

 

図５ エコアクション２１のロゴ 

 

併せてエコアクション２１では，一般財団法人食品産業センターと協力し，食品リサ

イクル法に基づき，食品リサイクルに積極的に取り組んでいる食品関連事業者を適正に

評価するための「エコアクション２１食品関連事業者認証・登録制度」を 2008 年 4 月

より運用しています。本制度は，環境省と農林水産省が共同して策定した「エコアクシ

ョン２１食品関連事業者向けガイドライン」に適合していると認められた食品関連事業

者を，食品リサイクルと環境への取組を行っている「食品リサイクル優良事業者」とし

て認証・登録するためのものです。 

本ガイドラインに適合していると認められた食品関連事業者は，エコアクション２１

のロゴマークの上に「食品リサイクル優良事業者」と付したマーク（図６）を中央事務

局より使用許諾されます。 
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図６ エコアクション２１食品リサイクル優良事業者のロゴ 

 

(４) 業種別ガイドラインの位置付け 

公的機関及び中央事務局は，ガイドライン 2017 年版に準拠した特定の業種向けの

ガイドライン案，特定のバリューチェーンなどに適用するガイドライン案を策定する

ことができます。策定された業種別などのガイドライン案は，環境省が本ガイドライ

ンへの準拠性を確認した後に，当該業種に対するガイドラインとして運用するものと

します。業種別などのガイドラインが策定された業種の事業者においては，本制度の

認証・登録を受けるに当たり，それぞれの業種別などのガイドラインに基づくエコア

クション２１の取組を行い，中央事務局から要求事項を満たしていると認められる必

要があります。 

本ガイドラインは，この業種別ガイドラインの一つです。 

 

(５) 中央事務局による規程などの策定 

中央事務局は，認証・登録制度の運営のために必要な基準，手続きなどを定めた規程

などの策定，改訂，及び廃止を行います。また，中央事務局は，事業者のエコアクショ

ン２１認証・登録に係る本ガイドラインの要求事項などの解釈の決定を行います。 

中央事務局は，事業者の取組を支援するため，取組の推奨事項，具体的取組事例，環

境経営レポート作成・活用マニュアルなどを取りまとめ，公表します。 
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第２章 環境経営システム 

本章では，「環境経営システム」の構築, 運用，維持に関する14の要求事項を定めて

います。本手順を進めることで，全ての事業者が効果的で効率的な環境経営システムを

導入し，発展させることが可能です。14の要求事項は， 図７のとおり， 計画の策定

（Plan），計画の実施（Do），取組状況の確認及び評価（Check）及び全体の評価と見

直し（Act）の４つの段階に区分されます。 

 

図７ PDCA サイクルとエコアクション２１における要求事項 

 

環境経営システムの構築，運用，維持に当たっての主な留意事項は，以下のとおりで

す。 

・ 14 の要求事項について，「要求事項」及び「解説」を記載しています 

・ 取組を実施する際は, 14 の要求事項の順番と異なることも考えられます 

・ 環境コミュニケーションを積極的に実施するために第３章において環境経営レポ

ートの作成と公表を求めています 

・ 環境に関する現状調査（初期調査）として，「第４章 環境への負荷の自己チェ

ック」及び「第５章 環境への取組の自己チェック」に基づき，自己チェック表

（別表）を用いて調査を行います。最新版は，中央事務局のウェブサイトを参照

してください 

・ 主要な語句の説明及び注釈は，参考４に記載しています 

・ 要求事項に関する解釈は, 中央事務局が定めます 

・ 取組の参考となる具体的事例などは, 中央事務局のウェブサイトを参照してくだ

さい 

4. 環境への負荷と環境への取組状況の把握及び評価
環境への自己チェックをもとに負荷及び原因の特定

3. 環境経営方針の策定
企業理念，事業活動と整合した環境経営方針の策定

1. 取組の対象組織・活動の明確化原則として全組織・全活動を対象
5. 環境関連法規などの取りまとめ
環境関連法規及び環境関連の要求などの整理・最新のものの管理

6. 環境経営目標及び環境経営計画の策定
具体的な環境経営目標及び環境経営計画の策定

9. 環境コミュニケーションの実施内部・外部（環境経営レポート）コミュニケーション

7. 実施体制の構築

10. 実施及び運用環境経営目標及び環境経営計画達成などのための必要な取組の実施

11. 環境上の緊急事態への準備及び対応
12. 文書類の作成・管理

14. 代表者による全体の評価と見直し・指示
環境経営全体の取組状況及びその効果を評価、必要な指示を実施

計画の策定（Plan）

計画の実施（Do）

13. 取組状況の確認・評価，並びに問題の是正及び予防
取組状況の確認，有効性の評価及び原因分析，必要に応じて改善策を作成

取組状況の確認及び評価（Check）

全体の評価と見直し（Act）

2.代表者による経営における課題とチャンスの明確化
課題とチャンスの整理・明確化

8. 教育・訓練の実施
エコアクション２１の取組の適切な実行を目的とした教育・訓練の実施
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Ⅰ．計画の策定（Plan） 

 

要求事項 １．取組の対象組織・活動の明確化 

 

エコアクション２１に取り組むに当たって，事業者は，どの範囲で環境への取組を実

施するかを明確にすることが必要です。 

事業活動のうち，本来，エコアクション２１に入れておくべき活動を対象範囲から除

外した場合は，認証・登録はできません。事業者が適切な対象範囲を設定し，明確にそ

の範囲を示すことは，認証・登録制度全体の信頼性を高めることからも重要です。 

本要求事項は，エコアクション２１の取組範囲を適切に決定することを目的としてい

ます。 

 

要求事項１ 

(１) 組織は，原則として全組織・全活動（事業活動及び製品・サービス）を対象

としてエコアクション２１に取り組み，環境経営システムを構築，運用， 

維持する。 

(２) 認証・登録に当たっては，対象組織及び活動を明確にする。 

 

【解説】 

□ 環境問題への対応の在り方を考えたとき, 一部の組織や活動だけを対象として，環

境への取組を行うことは望ましくありません。そのためエコアクション２１に取り

組むに当たっては，全組織・全活動及びその全従業員

18

を対象とし，全社的に取り

組むことを原則とします。ただし，段階的認証，サイト認証の条件にあてはまる場

合には，組織の一部を対象範囲とすることができます。なお，この場合でも環境負

荷の大きな活動を除外するなどの行為（いわゆる認証のいいとこ取り＝カフェテリ

ア認証

19

）は認められません。 

□ 対象範囲の設定を考慮する際の優先順位としては, ①全組織・全活動の認証，②段

階的認証，③サイト認証の順番になります。まずは全組織・全活動を対象範囲とす

ることを原則とし, 規模が比較的大きく一度に全組織・全活動を対象とすることが

難しい場合には段階的認証とし，そのいずれもが難しい組織の場合はサイト認証

20

とすることも考えられます。 

□ 段階的認証，サイト認証の場合においては，限定された対象範囲であることを明確

に示すことが必要です。 

 

＜段階的認証＞  

□ 事業所や工場が複数存在する場合など, 規模が比較的大きい事業者については，環

                         

18

「全従業員」の定義は，参考４を参照してください。 

19

「カフェテリア認証」の定義は，参考４を参照してください。 

20

全組織・全活動に対する認証及び段階的認証が難しく，サイト認証を希望する事業者は中央事務局まで事前にご

相談ください。 
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境負荷が比較的大きいサイトから取組を始め，その後，段階的に対象範囲を拡大し

ます。その場合でも，活動に関しては対象とした組織における全ての活動を対象と

すること，全組織に段階的に拡大する方針とそのスケジュールを明確にすること, 

段階的認証であることを環境経営レポートに記載することが必要です。 

□ 一部の組織から段階的に取組を行う場合には, 組織の本業に関わる活動については, 

必ず対象範囲に含めることとし, 一部の比較的環境負荷が小さい組織やサイトのみ

を対象範囲としたり, 環境負荷の大きな組織を対象範囲から除外したりすることが

ないようにします。 

 

＜サイト認証＞ 

□ サイトとして独立した敷地にある事業所, ビルのテナントの場合でも独立した場所

など，サイトとして独立していればサイト単位での認証が可能です。 

□ サイトの全組織・全活動及びその全従業員を対象とします。 

□ サイトには独立した環境経営システムがあり，PDCAサイクルを回すことができるこ

とが必要です。 

 

要求事項 ２．代表者による経営における課題とチャンスの明確化 

 

経営と環境への取組の方向性を一致させ, 環境経営を実現させるためには，代表者

は，経営における課題とチャンスを検討し，それらを環境への取組に反映させることが

必要です。 

本要求事項は，代表者の考える経営における課題とチャンスを明確にし，同時にその

認識を社員と共有した上で，環境経営方針（要求事項３）及び環境経営目標（要求事項

６）に反映させることを目的としています。 

 

要求事項２ 

(１) 代表者は，経営における課題とチャンスを整理し，明確にする。 

(２) 整理と明確化に当たっては，以下の事項を考慮する。 

・ 事業内容 

・ 事業を取り巻く状況 

・ 事業と環境とのかかわり 

 

【解説】 

□ 代表者は, 以下の事項を考慮し，経営における課題とチャンスを整理し, 明確にし

ます。課題には組織の外部からのもの，内部にあるもの，チャンスには課題を克服

することにより生じる新たな事業発展の機会などがあります。 

・ 事業内容：事業活動の内容，顧客に提供する製品・サービスの内容など 

・ 事業を取り巻く状況：経済状況，社会的状況，技術開発状況，政策状況，利害

関係者の要請（例：取引先の要求）など 
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・ 事業と環境とのかかわり：環境への貢献（例：製品・サービスを通じて社会的

な環境負荷などを低減, 環境に配慮した製品・サービスの開発・提供）, 環境

への負荷の削減（例：事業活動における二酸化炭素排出などの環境負荷削減）

など 

□ 経営の課題とチャンスを整理し，それぞれの項目と環境とのかかわりを可能な限り

幅広く考えます。 

□ 課題とチャンスは，事業内容，事業を取り巻く状況，事業と環境とのかかわりによ

って変化するため，定期的に見直すとともに, 必要に応じて随時見直します。 

□ 明確にした経営における課題とチャンスのうち, 比較的中長期のものは環境経営方

針（要求事項３）に, 短期のものは環境経営目標（要求事項６）に, それぞれ可能

な範囲で反映させます。 

 

要求事項 ３．環境経営方針の策定 

 

事業者が自主的かつ積極的に環境経営に取り組んでいくためには，代表者が自社の環

境経営に関する基本方針を示すとともに，環境経営に取り組んでいくことを社会に誓約

（約束）することが必要です。 

また，環境経営方針の策定に当たっては，「代表者による経営における課題とチャン

スの明確化（要求事項２）」や他の要素を踏まえること及び全従業員へ周知することが

必要です。 

本要求事項は，代表者自らが環境経営方針を定め，これを全関係者間で共有すること

により，組織が一丸となることを目的としています。 

 

要求事項３ 

(１) 代表者は，環境経営に関する方針(環境経営方針)を定め，誓約する。 

(２) 環境経営方針は，次の内容を満たすものとする。 

・ 企業理念及び事業活動と整合させる 

・ 経営における課題とチャンスを踏まえる 

・ 環境への取組の重点分野を明確にする 

・ 環境経営の継続的改善を誓約する 

・ 適用される環境関連法規などの遵守を誓約する 

・ 環境経営方針には，制定日（又は改定日）及び代表者名を記載する 

(３) 環境経営方針は，全従業員に周知する。 

 

【解説】 

□ 代表者は，自らの言葉で，事業の特徴に適合した環境経営方針を定め，方針に基づ

く活動の実行を誓約します。また，環境経営方針は，環境経営レポート（第３章）

により公表します。 

□ 環境経営方針は以下の内容を満たしていることが必要です。 

（１）企業理念，事業活動に見合ったものとする。 
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・ 企業理念：設立目的，社是，社訓，創業者の言葉など 

・ 事業活動：業種（例：製造業，流通販売業，各種サービス業など），事業の規模，

事業に伴う環境への影響など 

（２）要求事項２で明確にした経営における課題とチャンスのうち，中長期的に取り組

むべきことを踏まえる。 

（３）環境への取組の重点分野を明確化：自らの事業活動を踏まえ環境への取組におい

て重要と考えられる活動を整理し考慮する。 

（４）環境経営の継続的改善の誓約：環境経営の継続的改善を記載し，環境経営のステ

ップアップを実践することを明示する。 

□ 適用される環境関連法規の遵守の誓約：環境関連法規などの遵守を記載し，組織

の遵法性の維持を明示する。 

□ 全従業員への周知は，従業員がその内容を具体的に理解し，取り組むことができ

るよう，掲示や会議，朝礼などを活用して行います。 

□ 環境経営の考え方は，第１章に記載されていますので参照してください。 

□ 本要求事項に関する文書類（紙又は電子媒体など）を作成し，適切に管理します。

詳細は要求事項１２(文書類の作成・管理)を参照してください。 

 

 

要求事項 ４. 環境への負荷と環境への取組状況の把握及び評価 

 

環境経営方針（要求事項３）を，環境経営目標及び環境経営計画（要求事項６）に反

映させるためには，その基となる環境負荷及びその原因となる活動の現状を正確に把握

することが必要です。 

本要求事項は，環境への負荷と環境への取組状況を把握し，適切な環境経営目標, 環

境経営計画の策定及び維持管理手順，緊急事態への対応策などに反映させることを目的

としています。 

 

要求事項４ 

(１) 対象範囲における事業活動に伴う環境負荷を「環境への負荷の自己チェック（第

４章）」を基に把握し，環境に大きな影響を与えている環境負荷及びその原因と

なる活動を特定する。環境負荷のうち以下の項目を把握する。 

・ 二酸化炭素排出量 

・ 廃棄物排出量（食品廃棄物等は除く） 

・ 食品廃棄物等の発生量及び食品循環資源再生利用等実施率 

・ 水使用量 

・ 化学物質使用量 

(２) 初回登録時には，事業活動における環境への取組状況を「環境への取組の自己

チェック（第５章）」を基に把握する。把握項目には，自社が提供する製品・サ

ービスなどを含む。 
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【解説】 

＜環境への負荷の自己チェック（第４章）＞ 

□ 環境への負荷の自己チェック表（別表）を参考に，事業活動に伴う環境負荷を把

握します。その結果を踏まえて，自らの事業活動で環境に大きな影響を及ぼす原

因となる活動，施設，設備，物質などを特定します。環境への負荷の自己チェッ

ク表（別表）は負荷を把握するためのツールであり, 他の環境負荷項目を追加す

ることや，別の方法，様式で把握することもできます。ただし, 以下の項目は，

必ず把握します。 

・ 二酸化炭素排出量：各種エネルギーなどの使用量を把握し，二酸化炭素排出

量を算定します。温暖化対策が特に重要な課題となっていることから，各種エ

ネルギーなどの使用量は月単位で把握することが必要です。 

・ 廃棄物排出量（食品廃棄物等は除く）：循環型社会の形成に向けては廃棄物排

出量の削減が重要であるとともに，生産効率や原材料歩留まりの改善のため

には，廃棄物排出量を適切に把握することが必要です。 

・ 食品廃棄物等発生量及び食品循環資源の再生利用等実施率：食品循環資源の

再生利用等の状況について評価するため，廃棄物の中でも特に，①食品廃棄物

等の発生量及び②食品循環資源の再生利用等実施率を把握することが必要で

す。 
・ 水使用量：水資源の確保が重要であるとともに，特に製造業などにおいては，

水使用の合理化に取り組むことが生産性の向上にも繋がることから，水使用

量を適切に把握することが必要です。ただし，使用量の把握が困難な場合など

はこの限りではありません。 

・ 化学物質使用量：化学物質の取扱いに起因する様々なリスクを低減するとと

もに，その適性管理や使用量の削減は，環境経営の重要な要素であり，その適

正な使用及び管理の観点から，製造，加工等で使用される溶媒や排水処理剤等

で化学物質を取り扱う食品関連事業者においては，これを把握します。把握す

る化学物質は，原則として，「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管

理の改善の促進に関する法律」（化管法）の PRTR 制度対象物質とします。 

 

 

＜環境への取組の自己チェック（第５章）＞ 

□ エコアクション２１の認証・登録を初めて受ける事業者は, 環境への取組の自己チ

ェック表（別表）を用いて現状を把握します。現在どのような環境への取組を行っ

ているのかを把握したうえで，自らの環境負荷を削減するためにどのような取組を

行うのかを，自己チェック表（別表）にある取組内容を参考に検討します。環境へ

の取組の自己チェック表（別表）は，効果的かつ効率的に自社の取組を見直すため

のツールです。食品関連事業者は，この中でも特に食品リサイクル等の取組状況を

把握することが必要です。 

□ 把握した結果を基に，今後どのような取組を行うかを検討し，環境経営計画の内容

に反映させます。 
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□ ２年目以降については，初年度の把握結果を基に，環境への取組の自己チェック表

（別表）を活用し，環境への取組の見直しを行うことができます。 

□ 本要求事項に関する文書類（紙又は電子媒体など）を作成し, 適切に管理します。

詳細は要求事項１２（文書類の作成・管理）を参照してください。 

 

要求事項 ５. 環境関連法規などの取りまとめ 

 

環境経営を適切に行い，社会からの信頼を得ていくためには，組織に適用される環境

関連法規などを適切に把握し，これを遵守することが必要です。 

本要求事項は，組織に適用される環境関連法規などの遵守を確実に行うとともに,遵

守のための取組について整理して一覧表に取りまとめることで，環境経営目標及び環境

経営計画の策定（要求事項６）へ適切に反映させることを目的としています。 

 

要求事項５ 

(１) 事業を行うに当たって遵守しなければならない環境関連法規及びその他の環

境関連の要求など，並びに遵守のための組織の取組を整理し，一覧表などに

取りまとめる。 

(２) 環境関連法規などは常に最新のものとなるように管理する。 

 

【解説】 

□ 環境関連法規には，国が定めた法令，都道府県・市町村などが定めた条例があり，

その他の環境関連の要求などには，地域との協定，顧客（納入先・取引先）からの

要請，業界団体の取決めなどがあります。 

□ 組織が遵守すべき環境関連法規などを整理し一覧表などに取りまとめます。一覧表

などの内容は「組織が遵守をするために必要な程度」であることが必要です。例え

ば環境関連法規などの適用が多く, 適用内容も複雑で, 関係者も多い場合は，より

具体的な記述が必要になります。 

□ 一覧表などには, 組織が遵守のために必要な届出，測定，記録などの内容を含みま

す。 

□ 取りまとめた一覧表などは, 常に最新のものとする必要があります。定期的又は随

時，環境関連法規などの改正情報を入手し，更に組織の活動，製品・サービスの変

化に対応して，一覧表などの内容を見直すことが求められます。 

□ 主な環境関連法規は，中央事務局のウェブサイトを参照してください。 

□ 本要求事項に関する文書類（紙又は電子媒体など）を作成し，適切に管理します。

詳細は要求事項 12 (文書類の作成・管理)を参照してください。 

 

要求事項 ６. 環境経営目標及び環境経営計画の策定 

 

環境経営を効果的かつ効率的に実践するためには，環境経営方針に基づく目標，達

成に向けた計画（手段，日程，責任者）を策定することが必要です。 
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本要求事項は，具体的な目標と計画を策定することにより，エコアクション２１の

環境経営システムの実効性を担保することを目的としています。 

 

要求事項６ 

(１) 要求事項２～５（経営における課題とチャンスの明確化，環境経営方針の策

定，環境への負荷と環境への取組状況の把握及び評価，環境関連法規などの

取りまとめ）を踏まえて，具体的な環境経営目標及び環境経営計画を策定す

る。 

(２) 環境経営目標は，可能な限り数値化し， 以下の事項に関する目標を設定す

る。 

・ 二酸化炭素排出量の削減 

・ 廃棄物排出量（食品廃棄物等は除く）の削減 

・ 食品廃棄物等の発生抑制及び食品循環資源の再生利用実施率の向上 

・ 水使用量の削減 

・ 化学物質使用量の削減 

・ 自らが生産・販売・提供する製品の環境性能の向上及びサービスの改善 

(３) 環境経営計画には，環境経営目標を達成するための具体的な手段，日程及び

責任者を定める。 

(４) 環境経営目標及び環境経営計画は，毎年度及び要求事項２～５の大きな変更

時に見直しをする。 

(５) 環境経営目標と環境経営計画は，関係する従業員に周知する。 

 

【解説】 

＜環境経営目標の策定＞ 

□ 環境経営目標は，単年度の目標及び単年度の目標と連動した３～５年程度を目途と

した中期の目標を策定します。環境経営目標は，可能な限り数値化しますが，数値

化できない場合でも可能な限り目標の達成状況の目安となる指標などを策定します。 

□ 環境経営目標及び環境経営計画は，以下の内容を考慮して策定します。 

・ 経営における課題とチャンスのうち，比較的短期に取組が必要と考えられる事

項 

・ 環境経営方針において，環境への取組の重点分野とした事項 

・ 環境への負荷の状況から目標とすることが適切と考えられる事項 

・ 環境への取組の状況から目標とすることが適切と考えられる事項 

□ 食品関連事業者は，事業活動で発生した食品廃棄物等について，食品リサイクル法

に基づいて定められた基本方針に沿って，①発生抑制，②再生利用，③熱回収，④

減量を伴う廃棄といった優先順位で取り組み，最終処分量を削減する必要があるこ

とから，食品廃棄物等の発生抑制量及び食品循環資源の再生利用等実施率の目標並

びにこれらの目標を達成するための環境経営計画については必ず策定します。食品

循環資源の再生利用等実施率については，個々の事業者毎に設定されたその年度の

基準実施率と同じかそれを上回ることが求められます。 
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□ また，食品リサイクル法においては，食品廃棄物等の発生抑制に関する目標として，

業種ごとに，売上や製造数量などの単位当たりの食品廃棄物等の発生量の目標値（基

準発生原単位）が設定されており，食品関連事業者は，食品廃棄物等の発生原単位

が，基準発生原単位以下になるように努めることが求められます。 
業種ごとの目標値については，農林水産省のホームページを参照ください。 
URL：http://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syokuhin/hassei_yokusei.html 

□ 目標の策定に当たっては，次頁の「◆再生利用等実施率及び基準実施率，基準発生

原単位の算出方法，並びに具体的な取組について」を参考にしてください。 
□ 環境経営目標として設定すべきと考えられる項目の例として, 企業価値の向上の観

点から,環境負荷の削減だけでなく,以下のような項目で目標を設定することが考え

られます（表１）。 
表１ 環境経営目標として設定すべきと考えられる項目の例 

No. 活動例 手段 活動によるメリット 

１ 二酸化炭素排出量の

削減 

生産効率の改善，業務 

効率の改善，省エネルギ

ー活動など 

・エネルギー使用効率の

向上 

・生産性の向上 

・コストの削減 

２ 廃棄物排出量（食品

廃棄物等は除く）の削

減 

歩留の改善，不良品の削

減，３Ｒ活動など 

・資源使用効率の向上 
・生産性の向上 

・コストの削減 

３ 食品廃棄物等の発生

抑制及び食品循環資

源の再生利用等の実

施 

歩留の改善，不良品の削

減，３Ｒ活動など（具体的

な取組については次頁参

照） 

・資源使用効率の向上 
・生産性の向上 

・コストの削減 

４ 水使用量の削減 工程の改善，節水活動，中

水・再生水の活用など 

・水使用効率の向上 

・生産性の向上 

・コストの削減 

５ 化学物質使用量の削

減 

薬品使用方法の改善など ・薬品使用量の削減 

・生産性の向上 

・コストの削減 

６ 自らが生産・販売・提

供する製品の環境性

能の向上及びサービ

スの改善

21

 

製造や調理，提供の段階

でロスが出ない等の環境

改善に資する製品・サー

ビスの開発・販売，工場近

隣の産地から原材料の調

達，製品配送ルートの効

率化，製品の環境性能の

改善など 

・顧客満足度の向上 

・差別化によるシェアの

拡大 

・コストの削減 
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詳細は，第５章の環境への取組の自己チェック表（別表）Ⅱの「３．製品及びサービスに関する項目」及び中央

事務局ウェブサイトを参照してください。 
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□ 環境経営目標は, 実施可能な範囲で適切に設定することが重要です。達成（必達）

に固執し, 過度に低い目標を設定すること，達成が難しい過度に高い目標を設定す

ることなどは適切ではありません。 

□ 技術的，経済的な状況などによっては，達成が難しい場合もあります。また，賃貸

オフィスなどで使用量の把握ができない場合もあります。そのような場合は，定量

的な環境経営目標の策定は行わず, 定性的な目標を策定する，あるいは目標を定め

ず環境配慮の取組内容を決め，その取組状況を定期的に確認するなど, 維持活動（点

検・確認）を行います。 

 

◆再生利用等実施率及び基準実施率，基準発生原単位の算出方法，並びに具体的な

取組について 

食品関連事業者は，毎年度の再生利用等実施率が基準実施率以上となることが

求められます。 

 

再生利用等実施率の計算式 

再生利用等実施率＝（②＋③＋④×0.95＋⑤）／（①＋②） 

 ①発生量（③＋④＋⑤＋⑥＋⑦） 

 ②発生抑制量 

 ③再生利用量 

 ④熱回収量 

 ⑤減量量 

 ⑥再生利用等以外

22

の量 

 ⑦廃棄物としての処分量 

 

基準実施率は，以下の式により算出される食品関連事業者ごとの再生利用等

実施率の目標です。 

   基準実施率 ＝ 前年度の基準実施率 ＋ 

前年度の基準実施率に応じた増加ポイント 

前年度の基準実施率区分 増加ポイント 

20％以上 50％未満 ２％ 

50％以上 80％未満 １％ 

80％以上 維持向上 

注１：平成 20年度からスタートして算出しているものであり，20 年度においては，

「前年度の基準実施率」は平成 19年度の再生利用等実施率とします。 

注２：平成 19年度の再生利用等の実施率が 20％未満の場合は，20％として基準実

施率を計算します。（改正前の法律では平成18年度までに再生利用等の実施

率の目標を 20％としたことによります。） 
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再生利用等以外とは，食品リサイクル法で定める再生利用手法以外のもので，セメント，きのこ菌床，暗渠疎水

材，かき養殖用資材等をいう。 
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食品廃棄物等の発生原単位は，自社の業種によって売上高百万円当たりの食

品廃棄物等の発生量（kg）：kg／百万円，製造数量（t）当たりの食品廃棄物等

の発生量（kg）：kg／t，あるいは利用者一人当たりの食品廃棄物等の発生量（kg）：

kg／人といった形で算出し，業種ごとの目標値と比較します。 

 

基準実施率の目標を達成するためには，以下の取組を実施します。 

①発生抑制：原材料の受入や加工段階で発生する端材や製品不良等に伴う

廃棄の削減（生産管理），在庫調整による廃棄の削減（発注管理・在庫

管理），非食用部位を除去した原料の仕入（仕入方法の見直し）等 

②再生利用：飼料化，肥料化，その他の手法（炭化燃料・還元剤化，油脂・

油脂製品化，エタノール化，メタン化等）（優先順位は，飼料化，肥料

化，その他の方法の順） 

③熱回収：再生利用施設の立地条件や受入状況等により，再生利用が著し

く困難である場合

23

，もしくはメタンやバイオディーゼルと同等以上の

効率でエネルギーを利用できる場合

24

の熱回収 

④減量：脱水，乾燥，発酵，炭化等 

 

＜環境経営計画の策定＞ 

□ 環境経営計画は, 環境経営目標を達成するための実行計画であり, 具体的な取組の

内容（達成手段），日程（スケジュール）及びそれぞれの計画の責任者と担当者を

定めます。 

 

＜その他＞ 

□ 環境経営目標と環境経営計画については, 毎年度評価するとともに, 要求事項２～

５（経営における課題とチャンス, 環境経営方針, 環境関連法規など，環境への負

荷と環境への取組状況）に大きな変化があった場合, 見直しを行い必要に応じて改

訂します。 

□ 環境経営目標と環境経営計画は, 要求事項８（教育・訓練の実施）に基づき，教育・

訓練, コミュニケーションにより関係する従業員に周知します。 

□ 本要求事項に関する文書類（紙又は電子媒体など）を作成し, 適切に管理します。

詳細については要求事項１２(文書類の作成・管理)を参照してください。 
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再生利用施設が半径 75km 圏内にない場合，もしくは半径 75km 圏内に施設はあるが，以下のいずれかに該当する

場合：①食品循環資源の種類が，その施設で取り扱えない種類である場合②食品循環資源の性状（塩分濃度が高

い，繊維分が多い等）から，その再生利用施設での受入が不可能な場合③処理能力からすべてを受け入れること

ができない場合 

24

メタンと同等以上のエネルギー効率とは，食品循環資源のうち廃食用油または同程度の発熱量（35MJ／kg 以上）

のあるものの場合は１t当たりの利用で得られる熱量が 28,000MJ 以上であることをいう。それ以外の食品循環資

源の場合は１t当たりの利用で得られる熱またはその熱を変換して得られる電気量が，メタンと同等の 160MJ 以

上であることをいう。 
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Ⅱ．計画の実施（Do） 

 

要求事項 ７. 実施体制の構築 

 

組織全体で環境経営に取り組むためには，代表者が責任を持ってリーダーシップを発

揮し, 必要十分な実施体制を構築することが必要です。 

本要求事項は，代表者が効果的で必要十分な実施体制を構築し，環境経営システムに

おける役割，責任，権限などを明確することにより，組織的な運用を行うとともに，経

営資源を準備することで，継続的な運用を図ることを目的としています。 

 

要求事項７ 

エコアクション２１を運用，維持し，環境経営を実践するために，代表者は以下の事

項を実施する。 

・ 効果的で必要十分な実施体制を構築する 

・ 実施体制においては，各自の役割, 責任及び権限を定め，全従業員に周知する 

・ エコアクション２１を運用し，維持するための経営資源を用意する 

 

【解説】 

□ 効果的かつ効率的にエコアクション２１を運用, 維持し, 環境への取組を実施する

ためには，組織の代表者をトップとする全員参加の実施体制を構築します。 

□ 代表者や各部門の責任者及び担当者などがエコアクション２１の環境経営システム

において何をするのか，役割，責任及び権限を定めます。 

□ 全従業員が，エコアクション２１の実施体制及び自らの役割を理解します。 

□ 代表者は，エコアクション２１の環境経営システムの運用のために必要となる経営

資源（人（時間，技能，知識），もの（設備，インフラ）, 資金（設備投資，教育

投資）, 情報（顧客ニーズ, 技術情報）など）を用意します。 

□ 本要求事項に関する文書類（紙又は電子媒体など）を作成し, 適切に管理します。

詳細は要求事項１２(文書類の作成・管理)を参照してください。 

 

要求事項 ８. 教育・訓練の実施 

 

環境経営システムを効果的に運用するためには, 全従業員がエコアクション２１の取

組を適切に理解し，実践することが必要です。 

本要求事項は，全従業員を対象とした教育・訓練の実施により，全員参加型の取組を

確実なものとするとともに，従業員の環境に関する知識向上や取組のモチベーションを

高めることを目的としています。 

 

要求事項８ 

エコアクション２１の取組を適切に実行するために, 以下の教育・訓練を実施する。 

・ 全従業員を対象とした教育・訓練 
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・ 環境に関する特定の業務がある場合, その業務に関わる従業員を対象とした教

育・訓練 

 

【解説】 

＜全従業員への教育・訓練＞ 

□ 全従業員は，環境への取組を適切に実施するために, 組織の環境経営方針を理解す

るとともに, 組織が計画した環境経営目標や環境経営計画などにおける自らの役割，

責任，役職などに応じた取組内容などについて十分に認識します。 

 

＜特定の業務の従事者への教育・訓練＞ 

□ 特定の業務に従事する者とは, 組織に適用される環境法規などに関わる業務や，事

業活動のなかで特に環境に大きな影響を及ぼす活動，想定される緊急事態に対応す

る役割がある者などのことです。特定の業務を行うために必要な資格や能力を確実

に身につけることが求められます。 

□ 特定の業務に従事する者については, 環境法規などが定める必要な資格などを有す

るとともに, その業務に必要な能力を身に付けるため，実際の現場などにおいて適

切な訓練を受ける必要があります。そのため一律に教育・訓練を行うのではなく, 

それぞれの業務や役割などに応じた教育・訓練を適切に実施します。 

 

要求事項 ９. 環境コミュニケーションの実施 

 

エコアクション２１の取組を段階的に発展させるためには, 組織内外の関係者と情報

を共有し，双方向のコミュニケーションを図ることが必要です。 

内部とのコミュニケーションでは, 全従業員に対して，エコアクション２１の取組内

容など，環境経営を推進するに当たって重要な情報を伝達し, 理解を深めます。 

外部とのコミュニケーションでは，環境経営レポートに基づく情報公開により，エコ

アクション２１を適切に運用していることを示し, 社外の関係者との対話を促進しま

す。また, 環境に関する苦情や要望などには適切に対応します。 

本要求事項は，組織内外の関係者とのコミュニケーションに関する取組を行うことに

より, 関係者との相互理解や協働が一層促進することを目的としています。 

 

要求事項９ 

エコアクション２１の取組を段階的に発展させるために, 以下のコミュニケーショ

ンを実施する。 

・ 組織内において, エコアクション２１に関する内部コミュニケーションを行う 

・ 外部からの環境に関する苦情や要望を受け付け, 必要な対応と再発防止を行う 

・ 本ガイドライン第３章に掲げる環境経営レポートを年次で作成し, 公表する 

 

【解説】 

□ 内部コミュニケーションは, エコアクション２１の環境経営システムに関する取組
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を効果的かつ効率的に行うための重要な手段です。職場会議や掲示板などを通じて, 

環境経営目標及び環境経営計画の進捗状況などを共有するだけでなく, 従業員から

の意見や提案を募集するなど，双方向にコミュニケーションできるよう配慮するこ

とが重要です。 

□ 外部コミュニケーションのうち, 外部からの環境に関する苦情や要望は，今後の改

善のための気づきを得られる情報として重要です。外部からの環境に関する苦情や

要望を受け付ける窓口（担当者）を設け，受け付けた苦情や要望に誠実に対応しま

す。環境に関する苦情や要望の受付内容（いつ，誰から，どのような内容であった

か），対応した結果（対応部署，対応策，結果など）を記録します。また, 対応の

結果によっては同様の問題が起きないよう, 再発防止策を講じます。 

□ 組織内外へのコミュニケーション・ツールとして, エコアクション２１では「環境

経営レポート」の作成と公表を行うこととしています。詳細は第３章を参照してく

ださい。 

□ 本要求事項に関する文書類（紙又は電子媒体など）を作成し, 適切に管理します。

詳細は要求事項１２(文書類の作成・管理)を参照してください。 

 

要求事項 １０．実施及び運用 

 

環境経営方針，環境経営目標及び環境経営計画の達成, 並びに環境関連法規などの

遵守を確実に行うためには，その取組を適切に実施するとともに，必要に応じて手順

書を作成し，運用することが必要です。 

本要求事項は，環境経営方針，環境経営目標及び環境経営計画の達成，並びに環境

関連法規などの遵守のための取組の実行性を担保することを目的としています。 

 

要求事項１０ 

(１) 環境経営方針，環境経営目標及び環境経営計画の達成，並びに環境関連法規

などの遵守に必要な取組を実施する。 

(２) 環境経営方針, 環境経営目標を達成するため，必要に応じて手順書を作成し

運用する。 

 

【解説】 

□ 環境負荷の把握（要求事項４）で特定され，取組の対象とした環境負荷及び活動は，

環境経営目標を策定して改善活動などを行う場合と, 環境経営目標は策定せずに環

境配慮の取組を定めて維持活動を行う場合があります。このどちらにおいても取組

を適切に実施します（図８）。 

□ エコアクション２１の環境経営に係る取組は長期間に渡るものです。したがって状

況の変化に応じて，柔軟に取組の手順などを見直すことが必要です。 

□ 環境経営計画の実施, 環境関連法規などの遵守及びその他の環境への取組を効果的

かつ効率的に行うために，必要な場合は手順書などを作成し運用します。 



 

26 

 

 

図８ 取組対象の展開 

 

要求事項 １１．環境上の緊急事態への準備及び対応 

 

事故や天災などを原因とする環境への重大な影響を最小限に留めるとともに，事業

の継続性を担保するためには，環境上の緊急事態への対応策を定め，その有効性を確

認することが必要です。 

本要求事項は，環境上の緊急事態に対応する取組を行うことにより，環境に関する危

機管理能力の向上を図ることを目的としています。 

 

要求事項１１ 

(１) 環境上の事故及び緊急事態を想定し, その対応策を定め，可能な範囲で定期

的に試行するとともに訓練を実施する。 

(２) 事故や緊急事態の発生後及び試行の実施後に，対応策の有効性を検証し, 必

要に応じて改訂する。 

 

【解説】 

□ 事故や天災などにより，油の流出，化学物質の放出などの環境上の緊急事態が発生

する可能性があります。自らの事業活動において，環境に重大な影響を及ぼすどの

ような事故及び緊急事態が発生するか，その可能性を想定し，環境汚染などが最小

限の範囲で済むよう，あらかじめ有効な対策を実施するとともに緊急事態発生時の

対応策を定め準備します。 
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□ 対応策の手順が適切であり，問題点はないかを確認するために，可能な範囲で定期

的な試行を行うとともに, その対応策を社員に定着させるため訓練を行います。試

行と訓練は同時に行うこともできます。 

□ 緊急事態の発生後や試行の実施後，対応策が効果的であったかどうかを検証し，必

要に応じて対応策を改訂します。 

□ 本要求事項に関する文書類（紙又は電子媒体など）を作成し，適切に管理します。

詳細は要求事項１２（文書類の作成・管理）を参照してください。 

 

要求事項 １２．文書類の作成・管理 

 

エコアクション２１の取組を適切に実施し，継続的に運用していくためには，環境経

営システムの取組に必要な文書が作成され，取組記録が情報として保存されていること

が必要です。 

本要求事項は，必要な文書類を特定し，それらの適切な管理を行うことにより, 環境

に関する情報管理体制の構築を目的としています。 

 

要求事項１２ 

（１）エコアクション２１の取組を実施するために, 以下の 15 種類の文書類（紙又

は電子媒体など）及び組織が必要と判断した文書類を作成し，適切に管理する。 

・ 環境経営方針 

・ 環境への負荷の自己チェックの結果 

・ 環境への取組の自己チェックの結果 

・ 環境関連法規などの取りまとめ（一覧表など） 

・ 環境経営目標 

・ 環境経営計画 

・ 実施体制（組織図に役割などを記したものでも可） 

・ 外部からの苦情などの受付状況及び対応結果 

・ 事故及び緊急事態の想定結果及びその対応策 

・ 環境上の緊急事態の対応に関する試行及び訓練の結果 

・ 環境経営目標の達成状況及び環境経営計画の実施状況，及びその評価結

果 

・ 環境関連法規などの遵守状況の結果 

・ 問題点の是正処置及び予防処置の結果 

・ 代表者による全体の取組状況の評価と見直し・指示の結果 

・ 環境経営レポート 

（２）組織が取組の際に必要と判断した手順書 

 

【解説】 

□ エコアクション２１に必要な文書類以外に, エコアクション２１の運用に組織が必

要と判断した文書類を定めます。 
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□ 文書類は, 自らの環境経営を実践する上で必要かつ十分なものとし，文書類の作成

や保管が取組を停滞させる要因とならないよう，十分に留意します。文書類は必要

以上に作成する必要はなく, 内容を複雑にする必要もありません。エコアクション

２１だけのための文書類を作成するのではなく，既存の文書類をできる限り活用す

ることが望まれます。 

 

  


